
被
用
者
年
金
と
は
、

公
的
年
金
の
う
ち
、

民
間
企
業
の
従
業
員

や
官
公
庁
の
公
務
員

な
ど
の
労
働
者
が
加

入
す
る
年
金
の
こ
と

で
す
。
厚
生
年
金
保

険
、
国
家
公
務
員
共

済
、
地
方
公
務
員
共

済
、
私
立
学
校
教
職

員
共
済
が
あ
り
ま
す
。

被
用
者
年
金
一
元

化
は
、
社
会
保
障
と

税
の
一
体
改
革
に
関

連
し
た
年
金
制
度
の

改
正
の
一
つ
で
、
共

済
と
厚
生
年
金
の
負

担
や
給
付
の
仕
組
み

を
統
一
す
る
こ
と
で

す
。平

成
二
十
七
年
十

月
一
日
に
被
用
者
年

金
一
元
化
法
が
施
行

さ
れ
、
一
元
化
が
始

ま
り
ま
し
た
。

被
用
者
年
金
制
度
全
体
の
公
平

性
と
安
定
性
確
保
の
観
点
か
ら
、

公
務
員
・
私
学
教
職
員
（
共
済
）

の
保
険
料
率
や
給
付
の
内
容
を
民

間
企
業
勤
務
者
（
厚
生
年
金
）
に

合
わ
せ
る
方
向
を
基
本
と
し
て
い

ま
す
。

今
回
の
被
用
者
年
金
一
元
化
に

よ
り
年
金
制
度
が
ど
の
よ
う
に
改

正
さ
れ
た
の
か
、
複
数
回
に
分
け

て
紹
介
し
ま
す
。

厚
生
年
金
に
公
務
員
と
私
学
教

職
員
も
加
入
す
る
こ
と
と
な
り
、

公
的
年
金
制
度
の
二
階
部
分
の
年

金
が
厚
生
年
金
に
統
一
さ
れ
ま
し

た
。
ま
た
、
共
済
年
金
に
あ
る
公

的
年
金
と
し
て
の
三
階
部
分
が
廃

止
さ
れ
ま
し
た
。

年
金
制
度
は
建
物
に
例
え
て
、

三
階
建
て
の
一
階
部
分
が
国
民
年

金
（
老
齢
基
礎
年
金
）
、
二
階
部

分
が
厚
生
年
金
保
険
と
共
済
年
金

（
老
齢
厚
生
年
金
・
退
職
共
済
年

金
）
、
三
階
部
分
が
一
部
の
民
間

企
業
は
厚
生
年
金
基
金
、
共
済
組

合
は
職
域
相
当
部
分
、
と
表

現
さ
れ
て
い
ま
す
。

今
回
の
改
正
に
よ
り
、
二

階
部
分
が
厚
生
年
金
保
険
に

統
一
さ
れ
、
同
時
に
三
階
部

分
の
共
済
組
合
職
域
相
当
部

分
を
廃
止
し
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
平
成
二
十
七
年

十
月
一
日
前
に
六
十
五
歳
以

上
で
共
済
年
金
の
受
給
権
を

有
す
る
方
等
に
対
し
て
は
、

制
度
は
廃
止
さ
れ
ま
し
た
が
、

経
過
的
に
職
域
相
当
部
分
が

支
給
さ
れ
て
い
ま
す
。

共
済
年
金
の
一
・
二
階
部

分
の
保
険
料
を
段
階
的
に
引

き
上
げ
て
、
厚
生
年
金
の
保

険
料
率
（
上
限
十
八
．
三
％
）

に
統
一
さ
れ
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。

厚
生
年
金
及
び
共
済
年
金

の
保
険
料
は
、
現
在
も
毎
年

〇
．
三
五
四
％
ず
つ
引
き
上

げ
て
い
ま
す
。
（
図
参
照
）

そ
の
結
果
、
公
務
員
は
平

成
三
十
年
、
私
学
教
職
員
は

平
成
三
十
九
年
に
厚
生
年
金

保
険
の
十
八
．
三
％
に
統
一

さ
れ
ま
す
。
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被
用
者
年
金

一
元
化
っ
て
な
に
？

改
正
点
そ
の
一

改
正
点
そ
の
二

厚労省資料より抜粋

先
日
、
厚
生
労
働
省
よ
り
平
成
二

十
七
年
「
労
働
組
合
基
礎
調
査
」
の

結
果
に
つ
い
て
公
表
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
調
査
は
、
労
働
組
合
、
労
働

組
合
員
の
産
業
別
、
企
業
規
模
別
、

加
盟
上
部
組
合
別
に
み
た
分
布
状
況

な
ど
、
労
働
組
合
組
織
の
実
態
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
昭
和

二
十
二

年
以
降
毎
年
実
施
さ
れ
て
い

ま
す
。

調
査
の
対
象
は
、
国
家
公
務
員
法

又
は
地
方
公
務
員
法
に
規
定
す
る
職

員
団
体
を
含
む
す
べ
て
の
労
働
組
合

で
、
毎
年
六
月
三
十

日
現
在
の
状
況

に
つ
い
て
七
月
に
調
査
を
行
い
、
集

計
さ
れ
ま
す
。

調
査
結
果
の
概
要
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

一
、
単
一
労
働
組
合
の
労
働
組
合
数

は
二
万
四
九
八
三
組
合
、
労
働
組
合

員
数
は
九
八
八
万
二
千
人
で
、
前
年

に
比
べ
て
労
働
組
合
数
は
二
九
六
組

合(

一
．
二
％)

減
、
労
働
組
合
員
数

は
三
万
三
千
人(0

.

三
％)

増
と
な
っ

て
い
ま
す
。

二
、
推
定
組
織
率
（
注
）
は
一
七
．

四
％
で
、
前
年
の
一
七
．
五
％
よ
り

0

．
一
ポ
イ
ン
ト
低
下
し
て
い
ま
す
。

三
、
女
性
の
労
働
組
合
員
数
は
三
一

二
万
人
で
、
前
年
の
三
〇
五
万
四
千

人
よ
り
六
万
六
千
人
（
二
．
二
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。

四
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
労
働

組
合
員
数
は
一
〇
二
万
五
千
人
で
、

前
年
の
九
七
万
人
よ
り
五
万
五
千
人

（
五
．
七
％
）
増
加
し
、
全
体
の
労

働
組
合
員
数
に
占
め
る
割
合
は
、
前

年
の
九
．
九
％
よ
り0

．
五
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
て
一
〇
．
四
％
と
一
割
を

超
え
ま
し
た
。

五
、
推
定
組
織
率
は
七
．0

％
で
、

前
年
の
六
．
七
％
よ
り0

．
三
ポ
イ

ン
ト
上
昇
し
て
い
ま
す
。

六
、
企
業
規
模
別
（
民
営
企
業
）
の

労
働
組
合
員
数
は
、
一
千
人
以
上
規

模
が
五
四
五
万
三
千
人
（
全
体
の
六

四
．
九
％)

と
六
割
以
上
を
占
め
、
三

〇
〇
～
九
九
九
人
規
模
が
一
一
五
万

六
千
人
（
同
一
三
．
八
％)

、
一
〇
〇

～
二
九
九
人
規
模
が
六
一
万
六
千
人

(

同
七
．
三
％)

、
一
〇
〇
人
未
満
規

模
が
二
三
万
人
（
同
二
．
七
％)

と
な
っ

て
い
ま
す
。

七
、
推
定
組
織
率
は
一
千
人
以
上
規

模
が
四
五
．
七
％
、
一
〇
〇
～
九
九

九
人
規
模
が
一
二
．
二
％
、
一
〇
〇

人
未
満
規
模
が
〇
．
九
％
と
な
っ
て

い
ま
す
。

（
注
）
雇
用
者
数
に
占
め
る
労
働
組

合
員
数
の
割
合

平
成
二
十
七
年
九
月
三
日
に
、

「
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律

及
び
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個

人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用

等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
」
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第

六
十
五
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い

い
ま
す
。
）
が
成
立
し
、
同
月
九
日

に
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
伴
い
、
特
定
個
人
情
報
保

護
委
員
会
は
、
平
成
二
十
八
年
一
月

一
日
を
も
っ
て
「
個
人
情
報
保
護
委

員
会
」
に
改
組
さ
れ
ま
す
。

就
業
規
則
や
規
程
に
「
特
定
個
人

情
報
保
護
委
員
会
」
の
文
言
が
記
載

さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
変
更
が
必

要
で
す
。

十
二
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得
届

の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し
た
労

働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始
届

の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有
期
事

業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
源
泉
徴
収
税
額
・
住
民
税
特
別
徴

収
税
額
の
納
付［

郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

二
十
日

○
特
例
に
よ
る
源
泉
徴
収
税
額
の
納

付
（
前
年
七
月
～
十
二
月
分
）

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

二
月
一
日

○
労
働
者
死
傷
病
報
告
の
提
出
（
休

業
四
日
未
満
、
十
月
～
十
二
月
分)

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
労
働
保
険
料
の
納
付
（
延
納
第
三

期
分
）

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報
告

書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・
納

付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提
出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
法
定
調
書
（
源
泉
徴
収
票
・
報
酬

等
支
払
調
書
・
法
定
調
書
合
計
票
）

の
提
出

［
税
務
署
］

○
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
（
一
月

一
日
現
在
の
も
の
）

［
市
区
町
村
］

○
個
人
の
道
府
県
民
税
・
市
町
村
民

税
の
納
付
（
第
４
期
分
）

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

本
年
最
初
の
給
料
の
支
払
を
受
け
る

日
の
前
日
ま
で

○
給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除
等
申
告

書
の
提
出

［
給
与
の
支
払
者
］

○
本
年
分
所
得
税
源
泉
徴
収
簿
の
書

換
え

［
給
与
の
支
払
者
］
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ず
い
ぶ
ん
前
か
ら
治
療
し
て

い
た
逆
流
性
食
道
炎
の
症
状
が

改
善
さ
れ
た
影
響
な
の
か
、
少

し
ず
つ
体
重
が
増
え
て
き
ま
し

た
。
脂
肪
が
蓄
積
さ
れ
て
い
る

の
を
感
じ
ま
す
。

若
干
不
安
に
な
っ
た
の
で
健

康
診
断
を
受
け
る
こ
と
に
し
ま

し
た
。
そ
れ
ま
で
お
菓
子
は
控

え
め
に
・
・
・
。

（
ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-611-5300

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-504

編
集
後
記

一
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付

特
定
個
人
情
報
関
連
規
程
の

文
言
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い



平
成
二
十
七
年
（
二
〇
一
五

年
）
八
月
に
『
女
性
の
職
業
生

活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に
関

す
る
法
律
（
女
性
活
躍
推
進
法
）
』

が
成
立
し
、
事
業
主
行
動
計
画

の
策
定
を
除
き
、
平
成
二
十
七

年
（
二
〇
一
五
年
）
九
月
四
日

に
公
布
・
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

な
お
、
こ
の
法
律
は
十
年
間
の

時
限
立
法
で
す
。

『
女
性
活
躍
推
進
法
』
は
、

女
性
が
職
業
生
活
に
お
い
て
、

そ
の
個
性
と
能
力
を
十
分
に
発

揮
し
、
活
躍
で
き
る
環
境
を
整

備
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

ま
す
。

平
成
二
十
八
年
（
二
〇
一
六

年
）
四
月
一
日
に
事
業
主
行
動

計
画
策
定
に
つ
い
て
施
行
さ
れ
、

労
働
者
三
〇
一
人
以
上
の
大
企

業
に
は
、
女
性
の
活
躍
推
進
に

向
け
た
行
動
計
画
の
策
定
な
ど

が
新
た
に
義
務
づ
け
ら
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。
中
小
企
業

（
三
〇
〇
人
以
下
）
は
努
力
義

務
で
す
。

事
業
主
行
動
計
画
策
定
が
施

行
さ
れ
る
平
成
二
十
八
年
四
月

一
日
か
ら
遡
る
こ
と
三
十
年
前

に
『
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男

女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の

確
保
等
女
子
労
働
者
の
福
祉
の

増
進
に
関
す
る
法
律
』
（
雇
用

機
会
均
等
法
）
が
施
行
さ
れ
ま

し
た
。

さ
ら
に
、
雇
用
機
会
均
等
法

よ
り
以
前
に
は
『
勤
労
婦
人
福

祉
法
』
が
制
定
さ
れ
て
い
ま
し

た
。

【
表
一
】
の
変
遷
を
経
て
現
在

に
至
っ
て
い
ま
す
。

ま
ず
最
初
に
、
自
社
の
女
性

の
活
躍
に
関
す
る
状
況
を
把
握

し
、
課
題
分
析
を
行
い
ま
す
。

次
に
、
状
況
把
握
・
課
題
分

析
を
踏
ま
え
た
行
動
計
画
を
策

定
し
ま
す
。

そ
の
際
に
は
、
国
が
策
定
し

て
い
る
事
業
主
行
動
計
画
の
策

定
に
関
す
る
指
針
【
表
二
】
を

参
考
に
、
自
社
の
課
題
解
決
に

必
要
な
取
組
を
選
択
し
、
行
動

計
画
を
策
定
し
ま
す
。

さ
ら
に
、
都
道
府
県
労
働
局

へ
の
届
出
、
労
働
者
へ
の
周
知
、

外
部
へ
の
公
表
を
行
い
、
自
社

の
女
性
の
活
躍
に
関
す
る
情
報

を
公
表
し
ま
す
。

女
性
活
躍
推
進
法
に
基
づ
く

行
動
計
画
の
策
定
と
届
出
を
行
っ

た
一
般
事
業
主
の
う
ち
、
一
定

の
基
準
を
満
た
し
、
女
性
の
活

躍
推
進
に
関
す
る
取
組
の
実
施

状
況
な
ど
が
優
れ
た
一
般
事
業

主
か
ら
都
道
府
県
労
働
局
へ
の

申
請
に
よ
り
、
厚
生
労
働
大
臣

の
認
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

認
定
段
階
は
三
段
階
あ
り
、

認
定
を
受
け
た
一
般
事
業
主
は
、

認
定
マ
ー
ク
【
図
】
を
商
品
や

広
告
等
に
表
示
す
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

国
は
、
女
性
活
躍
推
進
の
認

定
事
業
主
で
あ
る
こ
と
を
ア
ピ
ー

ル
す
る
こ
と
で
、
優
秀
な
人
材

の
確
保
や
企
業
イ
メ
ー
ジ
の
向

上
な
ど
に
つ
な
が
る
こ
と
が
期

待
で
き
る
と
し
て
い
ま
す
。
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十
年
間
の

時
限
立
法
と
し
て

雇
均
等
法
か
ら
三
十
年

事
業
主
行
動
計
画

策
定
の
進
め
方

認
定
制
度
と
認
定
マ
ー
ク

国が規定する効果的取組等
（各企業は自社の課題解決に必要な取組を選択、行動計画を策定）

● 女性の積極採用に関する取組

● 配置・育成・教育訓練に関する取組

● 継続就業に関する取組

● 長時間労働是正など働き方の改革に向けた取組

● 女性の積極登用・評価に関する取組

● 雇用形態や職種の転換に関する取組

● 女性の再雇用や中途採用に関する取組

● 性別役割分担意識の見直し等 職場風土改革に関する取組

表
二

図
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施 行 日 法 備 考

昭和47年6月以前は、男女差別禁止規定は労働基準法第４条（男女同一賃金の原則）のみ

昭和47年7月1日

（1972年）

「雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等女子労働

者の福祉の増進に関する法律」

総合的な福祉施策

昭和61年4月1日

（1986年）

「勤労婦人福祉法」

女性であることを理由とした差別禁止

⇒教育訓練、福利厚生、定年・解雇

女性を男性と均等に取り扱う努力義務

⇒募集・採用、配置・昇進

平成11年4月1日

（1999年）

昭和61年4月1日

（1986年）

平成26年7月1日

（2014年）

「雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する

法律」

※労働基準法の「女性の深夜労働・残業や休日労働の制限（女子保護規定）」が撤廃

女性であることを理由とした差別禁止

⇒募集・採用、配置・昇進も含める

原則禁止 ⇒女性のみの募集・女性優遇

ポジティブ・アクションの創設

「雇用の分野における男女の均等

な機会及び待遇の確保等に関する

法律」

男女双方に対する差別禁止

⇒降格、職種変更、雇用形態の変更、 退職

勧奨、雇止め、男女で異なる権限付与、男女で

業務配分が異なる取扱いも含める

間接差別の禁止

妊娠・出産などを理由とする解雇無効、その他

の不利益取扱いの禁止

セクシュアル・ハラスメント対策措置の義務化

セクシュアル・ハラスメントの創設

※労働基準法の妊産婦などの場合を除き「女性の坑内労働の禁止」が撤廃

「男女雇用機会均等法施行規則を

改正する省令」等（４つの施行規

則等）

間接差別となり得る措置の範囲見直し

性別による差別事例の追加

セクシュアル・ハラスメントの予防・事後対

応の徹底

コース等別雇用管理についての指針の制定

マイナンバーの取扱いに関する方針・規程を定めましょう

基本方針の策定

特定個人情報等の適正な取扱いの

確保について組織として取り組む

就業規則作成・変更のお問い合わせは、藤田社会保険労務士事務所までご連絡ください。

取扱規程等の策定

特定個人情報等の具体的な

取扱いを定める

（ 表一）


